
平成 30年度北海道創生プラットフォーム 登録プロジェクト一覧 

 

市町村名 プロジェクト名 概 要 

富良野市 

富良野の地域資源や

ブランド力を生かし

た企業誘致推進プロ

ジェクト 

富良野市では、①基幹作物である「玉葱」の機能性研究、②スマート農業推進のための

ICT実験、③広域観光フィールド研究・実験、④チーズホエーやぶどうの絞りかすなど未

利用資源の活用という４つのテーマで企業誘致の可能性を考えており、これらのテーマに

沿って、市との連携・協働の方法、富良野市への進出条件などを意見交換できる企業等を

募りたい。 

豊 頃 町 

TOKACHI豊頃 サテ

ライトオフィスプロ

ジェクト 

豊頃町では、今年地域商社を立ち上げ、サテライトオフィスも設置した。サテライトオフ

ィスを活用してもらえる企業を募りたい。特に、OEM企業に地元の農産物・海産物の加工

ができる企業とつながり、商品開発にもつなげていきたい。 

厚 真 町 

あつまサテライトオ

フィスビレッジプロ

ジェクト 

町が整備した「お試しサテライトオフィス」利活用のプロジェクトパートナーとして、都

市圏企業と厚真町を結ぶ「ハブ」としての役割を担い、事業全体をコーディネートできる

企業を募りたい。 

厚 真 町 

築 110 年古民家リノ

ベーションプロジェ

クト 

北海道開拓農家が暮らした地区 100年以上の古民家を町の分譲エリア入口（幹線道路沿

い）に移設・リノベーションし、飲食店や民泊施設として活用していきたいと考えてお

り、その担い手となる事業者を募りたい。 

江 差 町 

交付金１億円（最大）

を核としたホテル誘

致プロジェクト 

北海道文化発祥の地と言われ、平成 29年に北海道で初となる「日本遺産」に認定。滞在型

観光まちづくりを推進するため、町内に宿泊施設を新設する企業に最大１億円交付する支

援策を構築。ホテル誘致、またはホテル誘致を実現させる人材とのマッチングを希望して

いる。 

北 竜 町 
ひまわり油再生プロ

ジェクト 

昭和 55年から産業と観光の連携によるひまわりを核としたまちづくりに取り組んできた。

平成 29年度に食用ひまわり油を商品化した。販路拡大・用途拡大（美容向け等）で連携で

きる企業を募りたい。 

岩 内 町 
岩内海洋深層水の販

路拡大プロジェクト 

毎日 2000トンの海洋深層水をくみ上げているが、その利用は一部に留まっている。その

ため、深層水を活用してみたい企業や原料として商品開発したい企業、深層水の濃縮・粉

末化など加工技術を持つ企業を募り、深層水の利用量を増やしていきたい。 

名 寄 市 
冬季スポーツコミッ

ション事業 

平成 30年度内を目途に「冬季スポーツコミッション」を設置する予定。現在、国内はもと

よりアジアからも合宿を受け入れているとともに、ジュニアの育成を進めているところ。

冬季スポーツのメッカとしてまちづくりに貢献できる組織づくりをめざし、①組織の企画

運営マネジメントできる人材、②ジュニア育成から得られたデータ活用に関心がある企業

を募りたい。 

むかわ町 

【むかわ町恐竜ワー

ルド構想推進】事業～

心に響くデザインを

活用した恐竜のまち

づくり 

むかわ町では、むかわ竜を核としたまちづくりを進めているが、町には本格的な恐竜関連

グッズ等（フィギュア・玩具等）がないため、その開発・製造・販売を担ってくれる企業

を探している。また、恐竜をキーワードにしたまちづくり計画（恐竜ワールド構想）を策

定しており、その運営母体となる組織の運営事務局として動いてくれるまちづくり人材も

併せて探している。 

三 笠 市 

高校生レストランを

核とした食街道づく

り 

７月 22日に開業する「三笠高校生レストラン」に併設している「キッチンスタジアム」を

活用し、取組を一緒に盛り上げていける企業を探したい。 

仁 木 町 
観光・交流拠点整備に

よる町内経済活性化 

2020年に延伸を予定している高速道路の開通までに観光・交流促進のための拠点を整備し

たいと考えており、それら拠点整備に関する意見、提案、アイディアを出してもらえる企

業とつながりたい。（国交省が 9月札幌市内で開催する“ブロックプラットフォームサウン

ディング”並びに町単独で 10月開催す予定の個別対話へ参加いただくことも想定） 

沼 田 町 
沼田町農福連携事業

（仮） 

町営による就農希望者のための訓練施設を有し、また全国一の加工用トマトの産地形成を

進めている沼田町では、その緑豊かな自然環境を雇用から距離のある人が、農業実習を通

じて社会復帰するための訓練の場として活用したいと考えており、就労支援を行う団体と

連携したい。 

旭 川 市 

企業の顧客交流を活

用した新たな地方移

住促進プロジェクト 

移住施策について、自治体からのこれまでの画一的な発信手法ではなく、企業が持つ顧客

同士（本市在住と首都圏在住）の交流を活用することで、地方（旭川市）ファンを獲得

し、移住施策の新たなモデルにつながるのではないかと仮説をたてた。企業顧客のつなが

りを活用した新たな移住施策モデルの創出と検証に向け、協力企業を募りたい。 

※プロジェクトの概要は、今後変更になることがあります。 


